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人
見
会
長
が
「
国
民
を
守
る
立
場

で
努
力
を
」
と
求
め
る 

会
保
障
制
度
に
関
係
す
る
各
部

局
の
責
任
者
・
担
当
官
ら
11
人

も
同
席
し
ま
し
た
。 
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ふれあい情報 
 

2019年 3月19日（火） 第297号 

第198回通常国会「政策・制度 

要求（春要求）」厚労大臣要請 

年
金
制
度
の
維
持
・
改
善
な
ど
の
実
現
求
め
る 

▲立ってあいさつする土生総括審議官と各部局の責任者と担当官（右
側）。テーブル席は退職者連合要請団。（厚労省10階総括審議官室） 

▲人見会長が土生総括審議官（左から５人目）に要請書を手交。退職者連合の要請団は、

右から青木副会長、野田副事務局長、人見会長、川端常幹。左から野口常幹、宮園副会

長、菅井事務局長、竹田常幹。（3月11日、厚労省10階総括審議官室） 

退
職
者
連
合
は
、
第
１
９
８
回
通
常
国
会
に
向
け
た
政
策
・制
度
要
求
（春
要
求
）の
実
現
を
求
め
て
、
3
月

11
日
午
後
、
厚
労
省
で
根
本
匠
厚
生
労
働
大
臣
要
請
を
行
い
、
年
金
制
度
の
維
持
・改
善
な
ど
の
実
現
を
求

め
ま
し
た
。
対
応
に
あ
た
っ
た
土
生
栄
二
（は
ぶ 

え
い
じ
）総
括
審
議
官
は
、
30
分
に
わ
た
り
全
項
目
に
つ
い

て
丁
寧
に
回
答
し
、
厚
労
省
の
考
え
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
要
請
に
は
人
見
一
夫
会
長
を
は
じ
め
三
役
、

常
任
幹
事
9
人
が
参
加
し
ま
し
た
。(

詳
細
は
、
退
職
者
連
合
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
をﾞ

ご
覧
く
だ
さ
い) 

 

当
初
2
月
21
日
実
施
予
定

だ
っ
た
厚
労
大
臣
要
請
は
、
国
会

審
議
の
関
係
で
延
期
。
こ
の
日
の

実
施
と
な
り
ま
し
た
。 

要
請
に
は
厚
労
省
の
土
生
栄

二
総
括
審
議
官
が
対
応
。
ま
た
社 

要
請
の
中
で
人
見
会
長
は
「
厚
労

省
は
国
民
の
生
活
を
守
る
官
庁
。
年

金
、
医
療
・
介
護
、
子
育
て
な
ど
、

国
民
を
守
る
立
場
で
よ
り
努
力
し
て

ほ
し
い
」
と
注
文
。
こ
れ
に
対
し
土

生
総
括
審
議
官
は
、「
社
会
保
障
の
持

続
可
能
性
と
国
民
生
活
を
両
立
し
て

い
く
た
め
の
道
筋
を
ど
う
引
く
か
。

厚
労
省
と
し
て
国
民
の
声
を
大
事
に

し
て
い
き
た
い
」
と
述
べ
ま
し
た
。 

 

「
基
礎
年
金
も
調
整
対
象
」
と
回
答 

  
年
金
制
度
問
題
で
は
、
マ
ク
ロ
経

済
ス
ラ
イ
ド
調
整
の
あ
り
方
に
つ
い

て
退
職
者
連
合
が
「
基
礎
年
金
は
対

象
外
に
」
と
求
め
た
の
に
対
し
、
土

生
総
括
審
議
官
は
、「
基
礎
年
金
も
マ 

ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
に
よ
る
調
整
は
必
要
」
と

応
じ
ま
し
た
。
退
職
者
連
合
と
し
て
は
、
厚
労

省
と
の
違
い
が
鮮
明
に
な
っ
た
こ
の
問
題
に

つ
い
て
引
き
続
き
政
策
・
制
度
要
求
（
２
０
１

９
年
度
要
求
）
の
中
で
も
取
り
上
げ
て
い
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

な
お
土
生
総
括
審
議
官
は
、
マ
ク
ロ
経
済
ス

ラ
イ
ド
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
「
施
行
状
況
や

財
政
検
証
の
結
果
を
見
て
検
討
し
て
い
く
」
と

述
べ
る
に
留
め
ま
し
た
。 
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対
に
つ
い
て
春
要
求
で
の

政
党
要
請
や
北
海
道
退

連
や
山
形
退
連
が
昨
年

実
施
し
た
自
治
体
要
請
の

取
り
組
み
結
果
を
報
告

し
ま
し
た
。 

 

退職者連合 検索 

ﾎｰﾑﾍﾟー ｼﾞは退職者連合で検索を 

第１３回カジノ解禁実施法に関する意見交換会 

◇中央労福協が調査結果を発表◇ 

「奨学金や教育費負担に関する 

アンケート調査」「相談ダイヤル」 

 

中央労福協は、勤労者を対象に

2018年8月下旬～11月末に実施し

た「奨学金や教育費負担に関する

アンケート調査結果」と同年10月～

12 月に都道府県の 39 地方労福協

の協力で実施した「奨学金に関する

全国一斉相談」の結果を発表しまし

た。（詳細は、退職者連合または中央労

福協ＨＰをご覧ください） 

 

○「アンケート調査」結果 

奨学金の利用実態や問題点、教

育費負担についての考えを整理

し、奨学金制度の改善につなげて

いくことをねらいとし、有効回収数は

１６，５８８件でした。調査結果のポイ

ントは以下の3つです。 

（１）「年間の子どもの教育費」 

50 代前半でピークとなり、平均

130 万円に達し、負担感をもつ人は

3人に2人。 

（２）「高等教育の負担軽減策」 

圧倒的に「大学などの授業料の引

き下げ」が求められ、大学等高等教

育の「公費負担を増やすべきだ」と

考える人が７割となった。 

（３）奨学金返済の負担感と生活設 

計への影響 

今後の奨学金返済に「不安を感じ

る」人は5割、奨学金の返済が「苦し

い」が4割と奨学金返済に不安を持

っている人が多数であった。 

○「全国一斉相談」結果 

奨学金制度の改善・拡充に向け、

相談者の掘り起こしを行うとともに奨

学金問題に関する世論喚起に繋げ

ることを目的に実施され、電話また

は面談による方法で合計109件の相

談があった。相談者は、「利用者」ま

たは「両親」が55人と最も多く、利用

者の年代は20代、30代で59人。返

済に苦しんだり、悩んでいるケース

が多く寄せられていた。 

誘
致
自
治
体
の
動
き
な
ど
情
報
を
交
換 

3

月
18

日
（
月
）

18
時
30
分
か
ら
弁
護

士
会
館
（
東
京
・
霞
ヶ

関
）
で
日
本
弁
護
士
連

合
会
（日
弁
連
）の
呼
び

か
け
に
よ
る
カ
ジ
ノ
解

禁
に
反
対
す
る
第
13

回
意
見
交
換
会
が
開
か

れ
ま
し
た
。 

会
議
に
は
、
弁
護
士

や
労
福
協
、
市
民
団
体

な
ど
か
ら
32
人
が
参

加
し
、
今
後
の
活
動
に

つ
い
て
意
見
交
換
し
ま

し
た
（写
真
）。 

退
職
者
連
合
か
ら

は
、
林
道
寛
副
事
務
局

長
が
出
席
。
カ
ジ
ノ
反

第57回全国消費者大会 

消
費
者
政
策
、
社
会
保
障
、
環
境
、
食
、
平
和
、
災
害
な
ど 

「誰
ひ
と
り
取
り
残
さ
な
い
平
和
な
社
会
の
た
め
に
」を
テ
ー

マ
に
第
57
回
全
国
消
費
者
大
会
が
3
月
15
日
（金
）
13
時
か
ら

東
京
・四
谷
の
主
婦
会
館
プ
ラ
ザ
・エ
フ
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
参

加
者
は
約
２
２
９
人
。
退
職
者
連
合
か
ら
は
16
産
別
・関
連
退
職

者
連
合
な
ど
か
ら
41
人
が
参
加
し
ま
し
た
。
な
お
3
月
15
日

は
、
「世
界
消
費
者
権
利
の
日
」で
す
。 

 

大
会
は
、
消
費
者
政
策
・
社

会
保
障
・
環
境
・
食
の
4
つ
の

分
科
会
に
分
か
れ
て
実
施
さ

れ
、「
消
費
者
の
学
習
、
対
話
、

選
択
、
行
動
の
継
続
」
を
全
体

で
確
認
し
ま
し
た
。 

退
職
者
連
合
は
消
費
者
分
科

会
を
中
心
に
社
会
保
障
分
科

会
、
環
境
分
科
会
に
参
加
し
ま

し
た
。 

消
費
者
分
科
会
に
は
、
72
人

が
参
加
（
退
職
者
連
合
29
人
）。

テ
ー
マ
は
「
地
域
で
見
守
る
く

ら
し
の
安
心
」。
高
齢
者
の
一

人
暮
ら
し
が
増
加
し
、
高
齢
者

を
狙
っ
た
消
費
者
ト
ラ
ブ
ル

が
急
増
し
て
い
る
中
、
ど
う
被

害
を
未
然
に
防
ぎ
、
住
み
慣
れ

た
地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
し

て
い
く
の
か
に
つ
い
て
、
地
域

で
の
多
様
な
つ
な
が
り
や
周

り
の
人
々
の
見
守
り
な
ど
、
身

近
な
地
域
で
出
来
る
こ
と
を

一
緒
に
考
え
て
み
ま
し
た
。 

▲「高齢者を狙った消費者被害を防ぐためにどうするか」参加者交流の部で

は、自分の問題として真剣に語り合った。（3月15日、プラザ･エフ７階） 

暮
ら
し
に
直
接
か
か
わ
る
課
題
を
共
に
学
ぶ 

学習、対話、選択、行動の継続訴え 


